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日本国内事業 アジア・ASEAN MaaS事業

マーケティングとテクノロジーにより
新たなモビリティ・サービスを創造する
WILLER Travel Site の運営

MaaSプラットフォーム
DX/モビリティサービス
ASEANヘッドクオーター

DXモビリティサービス
BPO/運輸安全コンサル

DX/モビリティサービス

WILLER GROUP

国内6社、海外6社のグループ会社で構成され、移動を通して新たな体験を届けることで、世の中の豊かさを増やしていくことを目指しています。
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EXPRESS
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Bus Business Unit

高速バス事業

WILLER 
TRAINS
株式会社

Train Business Unit

鉄道事業

クールジャパン
トラベル
株式会社

Travel Business Unit

ツーリズム事業

日本のサブカルチャーや
アニメを活用したツーリズム
の開発
※KADOKAWAとの合弁

WILLER VTI
(ベトナム)

システム開発

MaiLinh-WILLER
(ベトナム)

都市間バス
レンタカー



WLLER MaaSの目標

・持続可能な社会

・カーボンニュートラル

・移動の格差をなくす

社会交通システムをつくること



まちに新たな移動の目的を提供
行動変容を促し、
移動総量を増やす。

マイカーと同等以上の
自由な移動サービス

コミュニティを形成
健康的な暮らし、
人とひと、
人とまちがつながる。

持続可能な社会（SDGs）

移動格差の解消
カーボンニュートラルの実現

医療 教育介護

健康 スポーツ エンタメ

観光 不動産 金融

エネルギー移動 自動運転

データ

地域ごとに展開、そして全国へMaaSがつながっていく

ベーシックインフラ



-

公共交通

セルフ
ドライブ

マイカーのちょい乗り

自転車 バイク

市内バス

タクシー ローカル鉄道

高速バス 鉄道

マイカー

既存交通をシームレスにつなぐ

都市間
（中長距離）

都市内
（近距離）

ちょっとした暮らしの足
ラストマイルの移動サービス

飛行機

暮らしの足 市内交通 都市間交通

移動総量が増加の可能性あり



-

公共交通

セルフ
ドライブ

マイカーのちょい乗り

自転車 バイク

少人数/回遊型

市内バス

タクシー ローカル鉄道

高速バス 鉄道

マイカー

既存交通をシームレスにつなぐ

都市間
（中長距離）

都市内
（近距離）

マイカーと同等以上のシームレスな社会交通システムをつくり
すべての人の移動格差をなくす

飛行機

暮らしの足 市内交通 都市間交通

大人数：効率的 遠距離：効率的
Community Mobility



人とひと、人とまちをつなぐ
Community Mobility



ワンマイルオンデマンドが加わることによる期待効果

・まちに住むひとりひとりのニーズにフィットした

移動サービスの提供

・環境に優しいまち / マイカーやバイクの台数を減らす

・すべての人に優しいまち（子育て / 高齢者）

・交流を生み出すまち（観光 / ワーケーション）

行動変容が起き、移動総量が増加しまちが活性化する



半径約2 - 3 k m程度のサービス提供エリア内であれば、

行きたい時に行きたい場所まで自由に移動できる相乗りオンデマンドサービス

アプリまたは電話で
mobiを呼び出す

運行エリア
（ジオフェンス）

仮想バス停 現在地 目的地 徒歩 mobi

徒歩

徒歩

運行エリア
半径約2-3km

自宅

保育園 買物で近所のスーパーまで

通院で病院まで

通勤で駅まで

ワンマイルオンデマンドとは？



mobiのサービスポイント



mobiの提供エリア

京都府京丹後市

東京都渋谷区

東京都豊島区

愛知県名古屋市

大阪府大阪市

ベトナム,ハノイ

シンガポール

2022年3月17日現在



・新たなテクノロジーを活用し、生活スタイルが変化する
ような移動サービスを創造する。

・ASEANは、世界でもこれから10年間でもっとも成長する
市場のひとつ。（機会が多い）

・日本の強みである、世界でも最高水準にある、安全・
サービス品質を取り入れたサービスを海外に提供する。

・今後のデータビジネスを考えると、日本規模でなく、
グローバルな市場でのサービスを構築する。

海外展開をする理由



シンガポール：2021年10月29日～サービス開始

●シンガポール最大の商業地域
と駅から遠い交通が不便なコン
ドミニアム群をつなぐ

・2021年10月29日River Valleyエリアでローンチ
・シンガポールは、人口面における事業スケールの限界があるものの、

ASEAN他国に対するショーケースとして影響力があるため、シンボ
リックな事業として展開

・マイカーを持つことに制限があり、公共交通を利用する人たちが多く、
マイカーのように利用できるラストワンマイルの新交通を提供する

・ターゲットは、エリア内に居住する日本からの駐在員ファミリーと車
を持っていないシンガポール人ファミリー

mobi事業概況

提供プラン



MRT
市バス

実証エリア
実証期間 2021年12月15日～2022年1月11日（26日間）

※1月1日、2日は祝日のため運休

運行時間 朝10:00～夜22:00

運行エリア 左記エリア内
（MRT、市バスの駅 / 停留所あり）

運行車両 9人乗り車両 x 5台

運行会社 MAILINHグループの運行会社
（Mailinh WILLER社）

運行品質 日本の運行管理、安全管理、接客接遇を取り入れ
たマニュアルを作成し、運行会社へ教育

ベトナム,ハノイ：2021年12月15日～2022年1月11日 実証実験実施

・エリア内に約200m間隔で乗降地点を設置。利用者がアプリから予約
し、移動サービスを提供する。

・乗降地点は仮想バス停であり、設置場所は利用者の声に基づき最適化
される。

mobi事業概況

乗車体験世帯数 *153世帯

ライド実績 1,628人

1世帯平均 10.6ライド

運行期間 26日間

一日平均 0.4ライド

※公知の資料から実証エリア内の世帯数は12万5千世帯と想定。
153世帯は全体の約0.12%に相当。

評価 シェア

5 86%

4 9%

3 3%

2 1%

1 0%



①利用目的 ③サービス化された場合の加入意思

②乗り心地、ドライバーの対応

1. ベトナム人は7割近くの方が通勤目的で利用。また、公共交通への接続目的で利用されている方も3割強。
2. 日本人は買い物目的で利用されている方が半数以上。
3. 8割近くの方が希望する乗降地点があればサービス化された後も有償で利用したいと回答。

（とくにベトナム人は9割弱）

ベトナム,ハノイ実証実験の利用者アンケート結果より

※ 日本人の加入したくない方が多いのは、利用用途が買い物がメインであり、
利用回数が少なく、一回あたりの単価が高くなってしまうためと思われる。



mobiの海外展開における課題点

【シンガポール】 【ベトナム】

■事業背景

■展開に関する課題

 国民の多くがGrabなどのアプリで呼ぶ交通サービスを利用して

おり、サービスへの抵抗感が少ない。

 ライドシェア事業に対する法的な制約がなく、事業をはじめや

すい。

 事業展開における価格設定

タクシーや公共交通などが日本と比べて相対的に安いため、

サービスの位置づけと価格設定のバランスを研究する必要があ

る。

※大手タクシー会社で4.10SGD（約350円）から公共バスや

MRTは初乗り0.95SGD（約80円）から

 ドライバーの確保

Grabなどのライドヘイリング事業が普及しており、バスドライ

バーも給与の良いところへ簡単に流れてしまう

また、アプリ操作も単純なODの移動と比べてAIデマンド交通は

複雑になり、そちらもバスドライバーの確保を難しくしている

■事業背景

■展開に関する課題

 多くの国民の足であるバイクには、渋滞や事故、環境汚染など

の課題がある。

 また、バイクに満足していない層も多いが、利便性や経済面か

らバイクを利用せざるを得ない状況にある。

 法的整理の必要性

現行法の枠組みのなかでは整理しきれない。ハノイ市側にどれ

だけ社会的意義やバイクからの行動変容を促す効果を理解して

もらい、ハノイ市側に動いてもらうことが必須となる。

 既存公共交通事業者との共存共栄

本事業については、運行事業者1社での展開ではなく、地域自

治体をはじめとしてアプリ・サービスなどの開発、マーケティ

ングなどとの連携が必要である。

特に、既存の公共交通事業者と連携することで、より多くの場

所を結び、移動することができる。



mobiの海外展開における事業性

■通勤・通学や習慣性のある移動については需要あり

■既存事業者との連携による拡張性

■単なる移動にではない中長期的なインフラ設計

・ただ単に交通サービスのオプションが増えるだけでは、必ずしも受け入れられるわけではない。
そのためには、移動の目的までを視野に入れ、インフラから社会までを見据えたような中長期的
な設計をする必要がある。

・それが、ユーザの需要性を高めたり、政府案件への参入の切り口になる。

・通勤・通学や日々の買物、通院といった習慣性のある移動の需要は大きい。ASEANの主要都市
では、今後も都市開発が進み、郊外への移住が増えることも予想される。

・市内公共交通の整備拡充と共に、駅やバス停までのワンマイル交通も重要。
・また、共稼ぎ文化であり、子供の教育に熱心である。習い事など子供の送迎が親にとり大変な
負担となるため、子供だけでも利用ができる安心安全なモビリティを作れば、この需要も大きい。

・交通事業者としてオペレーションを含めて事業化するのではなく、既存事業社との連携を視野に
入れた事業展開により、様々なエリアで共通して利用できる交通ソフトインフラを構築していく
ことで、各エリアに合わせたカスタマイズを行いながら、スピーディーに事業展開を行うことが
可能となる。

・地元交通事業者の売上向上、コスト削減、安全品質向上に寄与する



ご清聴ありがとうございました


